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はじめに

国連の平和維持活動 (PKO) は，冷戦後

において，展開される活動数の増大という点

でも，また現地活動における任務内容の多様

化という点でも，ともに飛躍的な発展を遂げ

てきた 1。また他方で，国際の平和と安全に

主たる責任を負うとされる国連安全保障理事

会(安保理)が，すべてではないにしても，

以前より積極的に紛争処理に関与し，特に軍

事的強制措置を含め，国連憲章第 7章に基づ

く措置を次々に打ち出してきたことも記憶に

新しい。しかもこの両者の活動は決して別個

に営まれてきたわけではなく，武器禁輸措置

のような非軍事的措置と PKOとが同じ地域

に同時並行的に行われる事例も現に存在して

いたら紛争の政治的解決に向けたそのよう

な強制措置と PKOとの間の有機的結合は法

的にも戦略的にも別途の評価が加えられよう

が，本稿で問題とするのは憲章第 7章に基づ

く措置と PKOの結合についての別の側面，

すなわち PKOに憲章第 7章に基づく行動が

許可されるという事実の法的な評価である。

この問題も実は 1990年代初めからすでに

表面化しており，特にソマリアでの第 2次ソ

マリア活動 (UNOSOM II) や旧ユーゴス

ラビアでの国連保護軍 (UNPROFOR)

の失敗例から教訓を導き出して， 1995年頃

には PKOとこうした憲章第 7章に基づく行

動の棲み分けと PKOの基本原則の維持をあ

らためて強調する傾向が主流となっていた

こともここで確認するまでもない点であろ

う30
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しかし 1990年代後半から再び PKOと憲

章第 7章に基づく措置との結合現象が現れ始

めたこともまた事実である。東スラボニア国

連暫定統治機構 (UNTAES)，コソボ国連暫

定統治機構(UNMIK)，東チモール国連暫

定統治機構(UNTAET) といった国連の暫

定統治機構と称されるものや，国連シエラレ

オネミッション(UNAMSIL)がこのカテ

ゴリーに含まれ，その設置決議やマンデート

付与・変更決議で憲章第 7章に基づく行動が

言及されている 4。おそらくここで指摘しな

ければならないことは，憲章第 7章に基づく

措置が，従来の伝統的な考え方からいえば，

当事者に対する強制を課しうるという点で

PKOが立脚する同意原則や自衛原則といっ

た活動原則と原理的に相容れないはずのもの

であり，このことを上記 PKOではどのよう

に整合的に解釈してきたかが問題となりうる

ということであろう。すでに別稿で考察した

ように上記 PKOはいずれもそれぞれの

設置時における個別的な事情に影響を受けて

憲章第 7章との接点を有するに至ったのだが，

注目されるのは，とりわけシエラレオネの事

例で明らかになったように，限定的な目的の

遂行のために許可された憲章第 7章に基づく

行動については関係当事者の同意で設置され

たPKOと矛盾するものではなく， この場合

の活動は peacekeepingの機能を保持し，

「強化された (robust)J PKOの枠内にとど

まるものとして観念されているということで

ある。

さて本稿で扱うコンゴ民主共和国 (DRC)

の事例も上で述べたような一連の事例の延長

線上に位置づけられる。 1999年より現地に

展開を開始した国連コンゴ民主共和国ミッショ

ン (MONUC) もまた関連決議において

「限定された憲章第 7章の行動」が認められ

たPKOでありヘその意味では憲章第 7章

とPKOが結合した活動だからである。しか

し後述するように，この結合は関係当事者自

らが望んだものではあったが， MONUCの

活動の具体的内容はそうした決議の文言に関

する当該関係当事者の意図とは異なる様相を

呈していく。それは複雑きわまる DRC問題

の根源，当事者関係，そしてそれを踏まえて

展開される和平プロセスに MONUCの活動

が大きく左右されたためであった。

そこで以下では，最初に DRC問題，特に

MONUC展開の原因となった第 2次コンゴ

紛争を素描して関係当事者の関与形態を確認

した後， MONUC設置までの足取りを追う。

そして和平プロセスの推移をあらためて検討

しながら，その過程に国連が MONUCをい

かに対応させていったのかを検証し，そこで

のMONUCの実践を振り返った上でこの活

動の性格付けを行うことにしたい。なおここ

で MONUCの、活動を中心としてその特徴を

抽出する手法をとるのは， MONUC自体が

和平プロセスに伴い設置され，そして和平プ

ロセスの進展とともにその任務の変更が予定

されているという事実を考慮したためであり，

MONUC関連決議の文言の静態的な解釈の

みをもっては MONUCの性格に関する十分

な考察は困難と考えたためである。
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I 第 2次コンゴ紛争の発生と国連平和維持

活動の展開

1 紛争勃発の背景と介入の位相

本稿でいう第 2次コンゴ紛争とは， 1997 

年 5月におよそ 30年間もの長きにわたりザ

イールを支配していたモフ守ツ政権の崩壊へと

至らしめた「第 1次」コンゴ紛争と区別する

ため「第 2次」と呼ばれるものであるこ

の第 2次コンゴ紛争の発生は，カビラ政権内

部の権力闘争から 98年 7月にルワンダ人の

コンゴ国軍司令官が解任されたため，カビラ

大統領に反旗を翻した政権内部の人聞が在野

の反政府勢力(コンゴ民主同盟 (RCD)，コ

ンゴ解放運動 (MLC) など)と結び、ついて

反政府運動を展開したことを契機とするが

同年 8月にはルワンダ軍とウガンダ軍がそれ

ぞれ DRC領域内に侵攻して RCDを支援し

たことでこの紛争は一気に国際的な性格へと

転換した九他方これに対しては，カビラ政

権を支持するかたちでジンパブ、エ，アンゴラ，

ナミビアが即座に自国軍隊を DRCに派遣し，

さらにはチャドも自国軍隊を派兵，スーダン

も軍事的に関与するなど，ここにおいて各国

軍が DRC領域内で入り乱れることでカビラ

政権対反政府勢力という内戦の域にとどまら

ず， Iアフリカにおける世界大戦」とも呼ば

れる状況が出現したのである。こうした武力

紛争は DRCの一般市民に対して多くの被害

をもたらし，一時期には約 34万人の難民と

200万人を超える避難民が流出したといわれ，

これが DRC周辺国に対しでも影響を及ぼす

結果となっている 10。もちろんこの紛争の原

因を探れば，そこには DRCが有する豊富な

天然資源の争奪戦という側面が大きく作用し

ていたことは間違いないがヘ軍事介入の理

由には各国それぞれ特有の事情があることに

も留意しなければならなし、。

たとえばルワンダとウガンダは，少なくと

も第 2次コンゴ紛争の発生当初はともにロラ

ン・デジレ・カビラ政権に対抗して軍事介入

を行ったという点では共通している。ルワン

ダとウガンダは， 1990年にフツ族中心の当

時のルアンダ政府に抵抗してツチ族がルワン

ダ愛国戦線 (RPF)を結成して武力闘争を

開始した際，ウガンダが RPFを支援してル

ワンダ政府軍 (FAR)の打倒とツチ族中心

のルワンダ現政府の成立に貢献したことで密

接な関係を保つに至った。その後両国は，ザ

イール(当時)のモブツ政権に対する反政府

勢力への支援でも一致して協力し，結果的に

同政権の崩壊とカビラ新政権の樹立に寄与し

たのである O しかもザイール/DRCへの介

入について両国はともに自国の安全保障の観

点からこれを正当化する主張を行ってきた九

ルワンダ現政権は， 1994年に生じたツチ族

に対するフツ族によるジェノサイドの責任を

追及するため，同じツチ族を中心とした

DRC反政府勢力を支援しながら，依然として

自国の脅威となってDRC東部に難民とともに

逃亡・滞在している旧ルワンダ政府軍 (ex-

FAR)や Interahamweと呼ばれるフツ族出

身の兵士の追撃を DRC介入の主要な動機と

していたのである 130 ウガンダもまた， DRC 



30 国際協力論集第11巻第2号

北東部に根拠地をおくウガンダの反政府勢力

「民主同盟軍 (ADF)Jの動向を注視してお

り，後に問題となるイツリ地域の安定が自国

の安全保障上重要な条件とされていた。ただ

しルワンダ・ウガンダ両国はパートナーとし

て共同歩調をとりながら DRC軍事介入に関

わったものの，その後 DRC内への駐留が長

引くにつれて，現地で両国軍が衝突する状況

に陥るなど14 両国の聞で利害の対立が生じ

る局面も現れてくることには留意しておく必

要があろう九

ルワンダとウガンダがそれぞれ DRC内か

らの攻撃に対する自国の安全保障上の要請を

主張して軍事介入を正当化しようとしたのに

交すして汽 ジンノてブエ， アンゴラ， ナミビア

は， DRC政府の要請と南部アフリカ開発共

同体 (SADC)なる地域的機関の決定を介入

根拠とした170 すなわち 1998年 8月 18・19

日にハラレで開催された SADC国防相会合

で， DRCがSADC諸国からの援助を要請し

たのに応えて上記 3カ国がその直後に DRC

へ自国部隊を派遣したのである九もっとも

こうした SADCの決定による介入の法的な

正当化が可能かどうかは，介入当時 SADC

議定書が未発効であったこともありなお微妙

であろう 190 だがそれは別として， 3カ国に

はそれぞれ DRCへの軍事介入に関与する実

質的な理由が存在したことも事実である。ア

ンゴラには，自国の反政府勢力であるアンゴ

ラ全面独立民族同盟 (UNITA)が DRC南

西部を根拠に活動を活発化させることに対す

る警戒感があり，安全保障上の理由から

DRCに介入すべき事情があった九またこの

アンゴラによる DRC介入をナミビアは兵枯

面での支援を供与するとして説得したが，ナ

ミビア自身にとっても，独立後雇用の機会を

持たずに社会に再統合されていない南西アフ

リカ人民機構 (SWAPO)軍の旧兵士を国軍

に吸収して DRCに派遣し，彼らの不満をそ

らすという効果がDRCへの軍事介入にはあっ

たといわれている 210 さらにジンパブエの場

合は， DRC介入に反対する南アフリカとの

南部アフリカ地域における主導権争いが

DRC介入に大きく影響しているが，それと

ともにムガベ政権に近い企業に対する DRC

天然資源開発の利権，特にコバルト市場の利

権の供与も関係していたへそのほかリビア

の意向を受けて介入に参加したチャドや，自

国の反政府勢力に対しウガンダが援助してい

たとされることからこれに対抗するかたちで

DRC側に立ったスーダンベさらにはケニア

やモザンピーク，タンザニア，コンゴ共和国

のように軍事介入に至らないまでも友好国と

の連帯などの観点から DRC側を支援する周

辺諸国も存在していた。このように第 2次コ

ンゴ紛争は，カビラ政権対反政府勢力という

内戦の構図に，ツチ族対フツ族という民族紛

争や，安全保障上などの要請によるウガンダ・

ルワンダ・ブルンジ対 SADC諸国という介

入図式が入り組んだ様々な位相を有するとい

う特徴を有していたのである目。こうした複

雑な紛争にアフリカ諸国がいかなる対応をし

てきたのかが次に問題となろう。
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2 アフリカ諸国の和平努力とルサカ停戦

協定の締結

(1) アフリカにおける地域的和平努力の

展開と国際軍派遣の構想

98年 8月に第 2次コンゴ紛争が生じた直

後には， SADCによる事実調査委員会の設

置とその調査報告の公表， それに続く

SADC閣僚会合の開催のほかベ 8月と 12月

にはアフリカ統一機構(OAU)紛争防止管理

メカニズムの枠組内でそれぞれ大使級会合と

国家元首会合が開催されて第 2次コンゴ紛争

の問題が取り上げられるなど，アフリカ諸国

自らによる一定の和平のイニシアティブがと

られていたようにも見える問。 もちろん

SADC白f本がジンノイブエ， アンゴラ， ナミ

ビアによる軍事介入を支持することで紛争の

一方当事者となりかねないものとなったよう

にベ実際にはアフリカ諸国による和平努力

には危うい側面がないわけではなかった。し

かしそれでも， 98年9月10日からの SADC国

防省・軍事専門家アジスアベパ会合で停戦協

定案・停戦協定履行方法案・停戦履行監視メ

カニズム案といラ 3つの草案が作成され，翌

99年 1月には関係国の閣僚がルサカで会合

を聞きこれら 3つの文書を検討するなど汽

ルサカ和平プロセスと呼ばれる和平合意に向

けたアフリカ域内の活動は 98年から 99年に

かけて継続していたのである。

そのような中で，本稿との関連で言えば，

紛争の比較的初期の段階から中立的な国際平

和軍やアフリカ諸国により構成される平和維

持軍を現地に展開させる構想、が登場していた

ことには注意を要するであろう。たとえば，

98年9月 30日にリビアのシルテにおいてウ

ガンダ・チャド・ニジエール・エリトリア・

リビアの各首脳が参加した会合では DRC領

域内の外国軍に代わって「アフリカ軍」を展

開する可能性がすでに論じられていたしペ

10月 18日にナイロビで開催されたケニア・

ウガンダ・タンザニアの 3カ国首脳会談では，

敵対行為の即時中止，停戦協定の交渉，周辺

諸国の安全保障を考慮した措置，外国軍の撤

退，政治対話の開始といった後の和平合意の

根幹を成すような内容に加えて， OAUと国

連の下での中立的な国際平和維持軍の展開が

求められていたへそして紛争地域へのこう

した国際軍の派遣は，本件紛争発生後で初め

て紛争当事者が参加したものとして 99年 4

月 18日にリビアのシルテで締結された協定

でも規定されている。

このいわゆるシルテ和平協定は，ウガンダ，

チャド，エリトリア， リビア，そして DRC

が署名した協定で，その内容は，すべての国

家の国境の安全と統合を再確認し，対話と平

和的解決に向けた敵対行為の即時停止を求め

るとともに，暴力・大量殺裁行為を非難して

その行為者を処罰する必要を強調するなど，

全 10項目で構成されているものであった九

その一部として同協定は，第 4項で IDRC

領内でウガンダ，ルワンダ，ブ、ルンジ各軍が

存在する地域に中立的なアフリカ平和維持軍

(neutral African peace keeping forces) 

を展開させる」とともに，第 5項で「このア

フリカ平和軍の到着とともに，ウガンダ，ル
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ワンダ各軍は撤退する」ことを定めている。

つまり停戦の履行メカニズムとしてこの協定

は，アフリカ諸国の軍からなる平和維持軍を

創設し，ウガンダ、やルワンダなど DRC周辺

国の安全保障上の懸念を考慮して，このアフ

リカ軍をウガンダ・ルワンダ軍に置き換わる

かたちで DRC領内に展開させることを想定

していたのである。ただしここでは， I平和

維持軍」の内実が伝統的な国連 PKOと同じ

意味を有するのか不明であることもさること

ながら，国連や OλUの関与を前提としてい

ない点に着目する必要がある。この点では，

同協定にチャドが参加していることから，以

前チャドに展開された地域的平和維持軍が念

頭にあったと推測することもでき，当時の平

和維持軍が国連にも OAUにも無関係で派遣

されたことはその推測を裏付けるものでもあ

ろうへまた紛争の当事者であるルワンダ，

ブルンジ両国がこの協定に参加していないこ

と，そのため停戦監視を行うこの「平和維持

軍」がいかなる国境に展開するのか不明確で

あることなど，その内容と実効性については

若干疑いを持たざるを得ないといわなければ

ならない九しかし，外国軍に代わって第三

者的機関として国際軍が「平和維持」の任務

を引き受けて展開することが想定され，さら

に当時の国際情勢からみてアフリカに域外の

国々が多数の軍隊を提供する可能性は低く，

従って「アフリカのことはまずアフリカで」

という観点からアフリカ諸国が自らの主導で

平和維持軍の創設とその展開を計画していた

ことを実際に示しているという点において，

このシルテ協定は重要な位置を占めている九

事実，国連安保理もこの協定を特に明示して

アフリカの紛争解決の努力に留意しておりへ

次に述べるルサカ停戦協定もその前文でシル

テ協定に言及しており， シルテ協定はルサカ

和平プロセスと矛盾するものではなく，その

コミットメントの一側面となされていたので、

ある却。

(2) ルサカ停戦協定の内容と平和維持軍の

位置づけ

DRC，ルワンダ， ウガンダといった関係

国がシルテ和平協定の締結を歓迎し，少なく

とも表向きはルサカ和平プロセスに賛同して

これを押し進めていった結果，第 2次コンゴ

紛争が生じてからほぼ 1年後の 99年 7月10

日にようやく停戦協定が当事国間で成立し

た九このルサカ停戦協定は停戦協定本文と

3つの付属書 (A・B・C)で構成されている。

本文は全 3ヵ条 26項目で主要な内容を簡単

に明記しているだけで， これに続く IDRC

における停戦協定の実施様式」と題された付

属書Aが全 13章で、本文の内容についてより

具体的な実施内容を掲げている九またこの

協定に当事者として署名したのは DRC，ル

ワンダ，ウガンダのほか，実際に DRC領内

に自国軍隊を派遣していたアンゴラ，ナミビ

ア， ジンパブエの計 6ヵ国で， さらに証人

(wi tnesses) としてルサカ和平プロセスを主

導してきたザンビア，それを支持してきた

OAU，国連， SADCが署名を行った目。し

かも， これら署名の後ではあるが， DRC内



コンゴ、における国連平和維持活動(1) 33 

の反政府勢力もルサカ協定に署名したことか

らへ紛争関係国のみならず非国家的主体に

も受け入れられたという点でこの協定は極め

て画期的なものであったということができる。

さてこのルサカ停戦協定の内容であるが，

「停戦協定 (Cease-fireAgreement) Jとい

う名称にもかかわらず，実際には軍事的側面

はもちろんのこと，政治的な内容にまで踏み

込んで、規定しているところに特徴がある。ま

ず軍事的側面について同協定およびその付属

書は，協定署名後 24時間以内に当事者が停

戦し(協定第 l条 2項および付属書 A第 l

章)，兵力をそれぞれ引き離して捕虜等の交

換を行い(協定第 3条 8項および付属書 A

第 2，3章)，人道的支援を促進するための条

件を整備するとともに(協定第 3条 5項)，

すべての外国軍が整然、と (orderly)DRCか

ら撤退することを定めている(協定第 3条

12項および付属書 A第 4章)九なお外国軍

の撤退との関連では， DRC周辺国の懸念に

配慮して，協定当事者は DRCおよびその隣

国の安全保障上の関心を協定発効後直ちに取

り扱うものとしている(協定第 2条)。また

政治的側面については， DRCの新たな政治

体制構築に向けてのコンゴ人民間での政治的

交渉と対話(Inter-Congolesedialogue)の

必要性が明記されるとともに(協定第 3条

18-20項および付属書 A第 5，6章)，特に

DRC国軍の再建など DRC全土にわたる国

家権威の回復の措置が盛り込まれた(協定第

3条 17項 20項および付属書A第 6，10章)。

こうしたルサカ協定の内容を実施するため

の機関として付属書は，当事者の外相・国防

省その他関連閣僚により構成される政治委員

会 (PoliticalCommittee)と，各当事者か

ら選出される 2名の代表と OAUが指名する

中立的立場の議長からなる合同軍事委員会

(the Joint Military Commission: JMC) 

の設置を予定している。特に JMCは，停戦

時における当事者の位置を確認して兵力の引

離し及び停戦違反の調査を支援し，武装集団

の武装解除メカニズムを構築して非合法に武

装したコンゴ住民も含めた当事者の武装解除

を検証するとともに，すべての外国軍の整然、

とした撤退を監視・検証するなど，国連・ O

AUオブザーパーグループとともに「平和維

持活動」を実施する任務を負っており，ルサ

カ協定の実施メカニズムにおいて中心的な役

割を演じることが期待されていた九

本稿にとって最も注目されるのは，こうし

たJMCの任務が「国連平和維持軍の展開ま

で」とされていることから国連平和維持軍の

導入が予定されているという点である。これ

に関してこの協定は，国連に平和維持軍の展

開を求めるにあたって本文第 3条 11項に大

要次のような規定をおいている。

「国連安保理は，国連憲章第 7章に基づいて

行動するとともに OAUと協同しつつ，本協

定の実施を確保するため， DRCに適当な平

和維持軍 (anappropriate peacekeeping 

force)を組織し，支援し，展開させるよう

要請される。また国連安保理は， DRCの特

殊な事態を考慮して， DRCにおけるあらゆ

る武装グループを追跡・捕捉するマンデート
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を当該平和維持軍に与える。この点で，国連

安保理は当該平和維持軍に必要なマンデート

を付与しなければならない。」

これによるとルサカ停戦協定は，国連憲章

第 7章に基づく行動の一環として平和維持軍

の派遣を国連安保理に要請しているのであり，

従って協定当事者の合意によって国連平和維

持軍と憲章第 7章との結合が求められている

ことがわかる。そしてこの結合により当事者

が意図していたことの内実は，付属書A第 8

章の規定によってさらに明確となる。付属書

Aの8.2は， I国連軍のマンデートは，以下

に示すように，平和維持 (peacekeeping)

活動と平和強制 (peaceenforcement)活動

を含むものとする」として国連平和維持軍が

平和強制活動に携わりうることを明示してお

り，平和維持活動には，停戦の監視と停戦違

反の調査，兵力引離しと再展開の監視，難民

などへの人道的支援の提供，文民からの武器

の収集，外国軍の撤退の監視などを含める一

方，平和強制活動としては，武装グループの

追跡・捕捉と武装解除，大量殺害者や人道に

対する罪及びその他戦争犯罪の実行者の選別，

ジェノサイド実行犯のルワンダ国際刑事裁判

所への引渡し，送還，武装グループの武装解

除やその構成員の社会への再統合に適切な措

置の策定を挙げているからである九

このようにルサカ停戦協定の履行実施に関

しては，国連平和維持軍の展開が当事者間で

合意されていること，そしてその平和維持軍

に対して国連憲章第 7章に基づく行動として

平和強制のマンデートを付与することも予定

されていたことに際立つた特徴が見出される。

紛争当事者聞の協定により平和維持軍が国連

により派遣されることは，同意原則という国

連PKOの伝統的な活動原則を尊重する意味

からも通常の態様であったしへまた紛争当

事者閣の協定で憲章第 7章に基づく行動が認

められた国際軍の導入が規定された例は，旧

ユーゴ紛争の一環としてボスニア・ヘルツェ

ゴビナ紛争の処理を規定したいわゆるデイト

ンーノfリ協定や，東スラボニア地域をめぐり

クロアチア政府とセルビア系住民の聞で

1995年 11月に結ぼれた基本合意のように過

去に存在しなかったわけではない450 しかし，

停戦協定の中で紛争当事者が国連に対して憲

章第 7章に基づく平和執行の任務まで付与さ

れた平和維持軍の展開を要請した事例は今回

のルサカ協定が初めてであった。その任務内

容からみて，かつてブトロス・ガリ国連事務

総長が提案した「平和強制部隊」を努霧させ

るような国連平和維持軍を設置するように紛

争当事者が国連に対して呼びかけたようにも

見受けられるのでありへこれに国連がどう

応えたのかが次に問題となる。というのも，

平和維持軍による停戦協定の実施を図るとし

て，誰がそのコストを支払い，誰が平和維持

軍に参加するかについて紛争当事者間では合

意できなかったからである470

3 国連の和平プロセスへの関与と平和維

持活動の展開構想

国連は，この第 2次コンゴ、紛争への最初の

直接的な対応として，その紛争勃発直後の
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1998年8月 31日に安保理議長声明を採択し，

IDRCの現在の紛争が地域的な平和と安全に

対する深刻な脅威を生じさせていることに深

い懸念を表明」した。その中で安保理は，

DRCその他の国家の領土保全などを尊重す

る義務を再確認し， DRC問題は園内和解フ。

ロセスを基礎に解決すべきことを強調しつつ，

すべての当事者に対して，人権保護と国際人

道法の尊重を要求するとともに，人道機関が

DRC内の人道援助を必要とするすべての人

にアクセスできるよう要求している480 また

12月 11日には， これも安保理議長声明の形

式で， DRCの継続的な紛争が地域における

平和，安全および安定を脅かしていることと，

その重大な人道上の結果に深い懸念を表明し

て，即時停戦，外国軍の撤退，国境の安全，

DRC当局の再確立，国民和解を含む紛争の

平和的解決を要求するとともに，人権保護と

国際人道法規則の遵守要求のほか，特に 98

年 11月 26日から 28日にかけてパリで開催

されたアフリカ諸国及びフランス元首首脳会

議に言及し，そこで交わされたコミットメン

トの実現を当事者に求めている九

さらに年が明けてようやく 1999年 3月 19

日に安保理で第 2次コンゴ紛争発生後初めて

包括的な話し合いがもたれるに至った。注目

されるのは，この公式会合の席で多くの国連

加盟国が，紛争当事者間の停戦を実効的に実

施するには，国連や OAUを中心とした

PKOの展開が不可欠との認識を共有してい

た点である九これはルサカ和平プロセスで

すでに国連と OAUの下で「中立的な国際平

和維持軍」が展開されることが具体化されつ

つあったからでもあるが，ただ実際に展開す

るPKOに付与される任務については， これ

を憲章第 7章の下に位置づけられる国際軍と

すべきとする意見や，あくまでも停戦監視の

みをマンデートに含めて平和執行や国境秩序

の維持はその範囲外とすべきという見解，あ

るいは「中立的な国際平和維持軍」の展開が

行われるべきであるといったような主張が提

起されへその性格付けは一様ではなかった

ということがいえるであろう。そうした中，

4月 9日に安保理は決議 1234を採択して，

IDRCの現在の紛争が地域における平和，安

全及び安定に対する脅威を構成することを強

調」して，いわゆる「平和に対する脅威」の

存在を認定した後， DRC他の国家の領土保

全などを尊重するすべての国家の義務を再確

認し， DRC内における外国軍の存在を遺憾

として敵対行為の即時中止を要求するととも

に，外国軍の撤退や DRC当局の再確立，非

政府武装クーループの非武装化などの停戦協定

の即時署名を要求し，さらに人権保護と国際

人道法の尊重をすべての当事者に要求するこ

とを繰り返したものの，国連の現地プレゼン

スには言及しなかったへこの決議は，国連

安保理が DRC内の戦闘と外国軍の存在を非

難するものではあったが，欧米の外交官によ

れば，紛争当事者に受け入れられる可能性は

ほとんどないとみられており， しかもこの時

点で米国が DRC内に存在する外国軍を明確

にすることを拒んだことや，人権侵害を理由

にその年の 3月下旬から停止されていたウガ
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ンダへの援助供与を再開したことで， DRC 

とその友邦国ジンパブ、エは米国が反政府勢力

寄りだとして態度を硬化させる結果となった

といわれている九しかし国連安保理はその

後もこの決議に従うようすべての当事者に呼

びかける議長声明を 6月 24日に採択したの

である日。

他方で国連は，こうした直接的な行動だけ

でなく，アフリカ諸国が主導して取り組んで

いたルサカ和平プロセスを側面から支援する

姿勢も同時に示していた。国連事務総長は

1999年 4月にニアセ前セネガル首相・外相

を事務総長特使に任命して，国連がルサカ和

平プロセスに積極的に関与していく意思表明

を行うとともに，特使派遣を通じて同プロセ

スの進捗状況を把握して和平合意への障害を

特定し，さらに国民和解へ向けて DRC国民

の政治的指導者とのコンタクトを維持するこ

となどを意図していたのであり円国連は今

回の場合，ルワンダ紛争におけるアリューシャ

協定時のような単なるオブザーパーではな

くへ「利害関係者 (stakeholder)Jとして積

極的に和平プロセスに関与し，それ故に国連

PKOの展開を前提としたルサカ和平協定の

成立に迅速に対応できたのだとも言われてい

る。実際，ルサカ協定調印から 4日後の 7月

14日に国連事務総長は， DRC， ジンパブエ，

ナミビアの各大統領と会談し平和維持軍の役

割と規模について意見交換をしたうえで，翌

日目に DRCへの国連フ。レゼンスの派遣に関

する最初の報告書を安保理に提出して国連監

視団の派遣を勧告しておりへこのことは，

ルサカ停戦協定に国連が署名したという事実

からみても，ルサカ和平プロセスの関係当事

者と国連が密接な関係を築いていたことを表

すものでもあった580

その事務総長報告では，まずルサカ停戦協

定の規定を確認した後で，国連に対して要請

されている「適切な軍 (anappropriate fo 

rce)Jの任務を再述し， この中に平和執行活

動と呼ばれるものが数多く含まれていること

も合わせて確認している九そしてそれに続

けて事務総長は， IDRC内のいかなる国連平

和維持活動も，それが実効的になるには，そ

のマンデートがいかなるものであれ，大規模

かっ費用のかかるものにならざるを得ない」

と告白しており，数千人規模の軍事・民生要

員が必要となると予測しつつ， DRCの客観

的情勢 国土の広大さ，インフラの悪化，気

候の劣悪さ，紛争当事者の数の多さ，当事者

閣の極度の相互不信，数多くの避難民の存在，

小火器が容易に利用される現状など から，

DRCでの平和維持活動は極めて厳しい複雑

な環境の下に置かれるということも指摘して

いる。その上で事務総長は，その後の DRC

内での平和維持活動に重要な意味を有する段

階別の展開構想を明らかにした。それによる

と，まず第 lフェイズとして 90名の軍事要

員を文民である政治・人道・行政スタッフと

ともに DRC内の地方に派遣い主として首

都キンシャサと主たる紛争当事者の本拠地と

を結ぶ連絡のためのリエゾンとして機能させ

る。そして現地情勢を評価したうえで， 500 

名の軍事オブザーパーを DRC内，場合によっ
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ては隣接諸国にも派遣するのが第 2フェイズ

となる。その場合，軍事オブ、ザーパーの任務

はあくまでも平和維持 (peacekeeping)の

機能に従ったものであり， (a)紛争当事者聞

のリエゾン， (b)JMCとのリエゾンの確立と

協定履行のための協調， (c)停戦違反の調査

に関する JMCと当事者への支援， (d)国内治

安状況の評価， (e)軍事オブザーパーの安全

な展開についての保証を当事者から確保する

こと， (f)国連軍事要員の展開に関するコンセ

プトを発展させる観点から当事者すべての軍

隊の現在及び将来の位置を決定すること， (g) 

当事者による適当な安全の供与を条件として，

各軍の停戦，引離し，再展開および最終的に

は撤退を監視すること， (h)人道的支援の供

与ならびに難民・避難民その他の保護を促進

すること， (i)その後の展開のための活動コン

セプトを再定義するため PKO局を援助する

ことが含まれるとされた印。事務総長報告に

よれば， この第 2フェイズのオブザーパー使

節団が「国連コンゴ民主共和国オブザーパー

ッション (MONUC UN Observer 

Mission in DRC) Jと名づけられている。

またこうして設立された iMONUCJの報

告書に基づき，平和維持ミッションの展開，

マンデートなど、についての詳細な提案が安保

理に対して行われるとされており 61 明記さ

れてはいないが，この事務総長報告に従えば，

軍事活動の検証だけでなく，紛争解決に向け

た非軍事的な対応も含めた活動を行う平和維

持ミッションの展開が第 3フェイズになるも

のと考えられる。

この事務総長報告書が提出された後， 7月

21日にルサカで開催されたルサカ停戦協定

締約国会議で JMCと政治委員会が正式に発

足しペ次いで 8月6日には安保理決議 1258

が採択された。ここに事務総長が定めた第 1

フェイズがようやく始動することになったが，

これまでの状況からみて，ルサカ停戦協定署

名者が同協定を遵守して乙なかったことは紛

れもない事実でありベこの第 1フェイズの

帰趨と MONUCの任務遂行は依然不透明な

ままであった。

E 国連コンゴ民主共和国ミッション(MONUC)

の評価

MONUCの設置とその特徴

(1) MONUCの設置経緯

安保理は決議 1258で国連事務総長報告を

歓迎する旨を明らかにし，またルサカ停戦協

定の締結と同協定への MLCの署名を歓迎す

るとともに， OAUとSADCの和平努力を

賞賛し，さらに紛争当事者に対し即時に敵対

行為を中止するよう要求した後で，事務総長

の勧告通り， 90名までの軍事リエゾン要員

をルサカ協定締約国の首都や紛争当事者の軍

事的本拠地などへ 3ヶ月間展開することを許

可した。またこの軍事要員に付与されるマン

デートも合わせて定められたが，注目される

のは先に述べた事務総長の勧告よりもその任

務内容が限定的であったという点である。た

とえば，停戦違反の調査に関する JMC等へ

の支援や停戦監視，人道的援助供与支援など

はマンデートの範囲外とされており，国内治
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安状況の評価や当事者軍隊の現在及び将来の

位置の決定についても明示に言及がなく，抽

象的に「協定の実施に関する様式の発展につ

きJMCと当事者を支援すること」と述べら

れているにすぎない九つまりこの軍事要員

の展開はあくまでもリエゾン目的に限られた

のであり，それ故にこそ，関係者の側からは，

国連の迅速な対応を歓迎しつつも，ルサカ停

戦協定の実効的実施を担保するはずの国連平

和維持軍の早急な現地展開が待ち望まれたの

であるへもっとも， これに対しては安保理

内部で国連平和維持軍に適切な資源と現実的

なマンデートの付与が可能かどうか疑問視す

る向きもありへ国連 PKOの早急な派遣と

いうことで足並みをそろえることは困難な状

況でもあった。実際にも， 8月31日に RCD

がルサカ協定に署名した後，アフリカ 6カ国

を含む 17カ国から派遣された軍事リエゾン

要員が現地に展開し， 10月 17日には軍事オ

ブザーパー展開のための技術評価チームが

DRCに派遣されたがペルサカ協定政治委員

会では PKO派遣に関する国連の対応が極め

て緩慢であるとの懸念も表明されていたので

あるへこのリエゾン要員は，国連事務総長

の第 2報告書に基づきベ技術評価チームに

よる PKO派遣の結論が出るまでの間，すな

わち 2000年 1月 15日まで任期が延長される

ことが 11月 5日に採択された安保理決議

1273で確認された700

さて，これまで事務総長報告でしか明示に

記されていなかった MONUCという用語が

安保理決議で正式に登場したのは 11月30日

に採択された決議 1279が初めてである 710 そ

れ故， MONUCの設置決議はこの安保理決

議 1279とされており，決議採択日である

1999年 11月30日が MONUCの設置日とみ

なされている72。しかもここで留意したいの

は， MONUCが「国連コンゴ民主共和国ミッ

ション(U.N.Organization Mission in the 

DRC)Jの略称とされ，国連事務総長がその

提案の中で第2フェイズの「オブザーパーミッ

ション」だけを対象としようとしたのとは異

なり，第 1フェイズのリエゾン要員とその任

務も含めるかたちでの PKOの設置が想定さ

れていることである。すなわち安保理決議

1258と 1273に基づいて展開した要員が

MONUCを構成するものとされ，それにあ

わせて 2000年 3月1日までの任期延長も決

定されたのである。そしてこの決議ではあら

ためて MONUCの任務が規定され，ルサカ

協定署名者とのコンタクト確立， JMCへの

技術的支援，治安状況についての情報提供，

停戦及び兵力引離しの遵守についての計画策

定，人道的支援供給の促進と人権保護支援が

その任務として列挙された730 こうしてみる

と， ここでの MONUCの任務は事務総長が

前述の報告書で勧告した内容にさらに近くなっ

ていることが確認できるであろう。

しかしこの決議採択後もなお， PKOの現

地展開については合意があったものの，それ

をいついかなるかたちで実現するかという問

題をめぐり，これまでと同様， PKO派遣に

積極的な立場と消極的な立場との対立はくす

ぶり続けた。現時点での PKO派遣に消極的
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な諸国は，紛争当事者が依然としてルサカ停

戦協定を遵守せずに戦闘を続けていることを

指摘して， PKO派遣にはコンセンサスがあ

るとしても，現地展開にはまず協定当事者に

よる協定遵守が必要であり，また要員の構成

や資金調達などの複雑さを理由に即時派遣に

障躍を表明したのに対して74 PKO派遣積極

派は，スレブレニツァやルワンダの悲劇を繰

り返すべきではないとして停戦の実効的監視

を確保するためにも軍事オブザーパーや平和

維持軍の早急な派遣が望ましいと主張してい

たのである九もっともこの間，紛争関係者

からは，決議 1279では MONUCが憲章第 7

章に基づく活動を認められていなかったこと

から，単なるオブザーパーや伝統的な PKO

ではなく，ルサカ停戦協定の線に沿ったより

「強化されたJPKOの展開を望む発言がみら

れたことは留意されるべきであろう 760 やが

て 2000年 1月 17日付報告書で事務総長が

MONUCの拡大と強化を提言し， これを受

けて安保理議長が 1月 26日に MONUCの

マンデート拡大を許可する決議の考慮を開始

するとの声明を発表して，結局そのほぼ 1ヵ

月後の 2月 24日に採択された安保理決議

1291でMONUCの拡大が正式に認められる

ことになった九ここにおいて MONUCの

第 2フェイズ移行が確認されるとともに

MONUCと憲章第 7章に基づく行動が結合

することになり，その後の MONUCの主な

特徴が規定されることになったのである。

(2) 安保理決議 1291の内容と MONUC

の特徴

安保理決議 1291は後の決議の中でも

MONUCの任務に関連して必ずといってよ

いほど頻繁に援用されており 78 その意味で

MONUCの活動の基調をなす文書である。

ここではこの決議の中でも MONUCに関連

する内容を概観した後79，MONUCの特徴に

関わる若干の点を指摘しておくことにしたし、。

MONUCとの関連では，任期延長，人員

の増派，マンデートの拡大，そして第 2フェ

イズ、移行への条件の確認が決議 1291の主な

内容となる。 MONUCの任期は 2000年8月

31日まで半年間延長され，要員数も 500名

のオブザーパーを含む軍事要員 5537名へと

拡大が承認された(決議本文第 3，4項)。要

員数については事務総長が勧告したとおりの

内容であるが凹，それに至るまで派遣される

軍事要員の人数をめぐり主としてフランスと

米国との聞で対立が生じ，この数字はその妥

協の産物であったといわれている 81。また

MONUCのマンデートには， (a)停戦協定の

履行監視と停戦違反の調査， (b)全当事者の

軍の現地本部とのリエゾンの確立と維持， (c) 

決議採択後 45日以内に停戦協定履行に関す

るアクションプランの策定， (d)当事者の軍

隊の兵力引き離しと再展開の監視と検証， (巴)

人道的支援と人権監視の促進，といった事態

の進展につれてのこれまでのマンデートの延

長線上にあるものだけでなく， (f)戦争捕虜の

解放の努力， (g)武器・弾薬などの供給に関

する停戦協定規定の遵守の監視， (h)国民対
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話の促進者と協力して支援を提供82 (i)地雷

除去活動の開始の調整という新たな任務も含

まれることになった(同第 7項)。ただし事

務総長が勧告したように田，武装解除の促進

や軍の撤退監視のような任務は要員の安全の

観点からはずされている。また PKO派遣に

慎重な諸国に配慮するようなかたちで，決議

前文第 13項には， MONUCの第 2フェイズ

への移行条件として， (a)当事者が停戦協定

と関連安保理決議を遵守していること， (b) 

当事者の軍の兵力引き離しについて有効な計

画が策定されること， (c)国連要員などの安

全と移動の自由につき， MONUC展開前に

当事者が確固たる措置をとることという 3点

を確認した上でその移行を認めているにも注

目すべきであろう。この直後の前文第 14項

で 1994年国連要員安全条約の想起を規定し

ていることとあわせると，潜在的な部隊提供

国の懸念が現地に展開する要員の安全であっ

たことは明らかである840

以上も考慮しで決議 1291からみた MONUC

の特徴をまとめると次の 3点となろう。

第 1に，前文第 20項で DRCの事態が地

域における国際の平和と安全に対する脅威を

構成することが認定され， I平和に対する脅

威」が MONUCのマンデート強化という文

脈の中で認定されたという点，すなわち

MONUCという国連 PKOに「平和に対す

る脅威」の認定が結合したという点である。

これは，次に述べるように MONUCに対し

て「憲章第 7章に基づく行動」を許可する必

要からその許可の前提となる憲章第四条の

認定もまた当然の要請であったということも

いえようが，ここでの「脅威」認定は，そう

した第 39条と第 7章に基づく強制措置との

関係を超えて，この紛争の政治的解決に向け

た様々な措置発動の基点として後に機能しう

る可能性を内包していること， しかもそうし

た状況の中で MONUCが一定の役割を演じ

ることへの期待が含意されていると考えるこ

とも，その後に採択された決議をみると不可

能ではないへ

第 2に本稿との関連で特に重要なのは，ル

サカ停戦協定で関係当事者が要請した PKO

と憲章第 7章に基づく行動との結合現象がこ

の決議で初めて確認されているという点であ

る。もっとも，憲章第 7章に基づく行動は本

文第 8項において，

「国連憲章第 7章の下で行動じ， MONUC 

は，その歩兵部隊の展開地域内で、かっ自己の

能力の範囲内と考えられる場合に，国連要員

およびそれと同伴する JMC要員，設備，施

設ならびに装備を保護し，要員の安全と移動

の自由を確保し，物理的暴力の急迫した脅威

の下にある文民を保護するために必要な行動を

とることができる Cmaytake the necessary 

action)と決定する」

と規定されているように，ここではいくつか

の点で部分的に適用されるにすぎない。まず，

「憲章第 7章の下で行動し」という規定が決

議本文全体に関係するように決議前文の最後

に置かれているのではなく，本文第8項の冒

頭に置かれることでその適用範囲が限定され

ているということがある。 MONUCの任務



コンゴにおける国連平和維持活動(1) 41 

遂行過程で一定の行為が憲章第 7章に基づく

行動として認められているのであり，

MONUCの設置・拡大・マンデートの拡大

自体が憲章第 7章に基づく行動とはみなされ

ているわけではないへさらに，憲章第 7章

に基づく行動もあらゆる状況で認められてい

るのではなく， r国連要員およびそれと同伴

する JMC要員，設備，施設ならびに装備を

保護し，要員の安全と移動の自由を確保し，

物理的暴力の急迫な脅威の下にある文民を保

護するためにJ，しかも「その歩兵部隊の展

開地域内でかっ自己の能力の範囲内と考えら

れる場合に」認められているのみである870

このため， 決議 1291の文言上では，

MONUCがとりうる行動は，憲章第 7章で

本来予定されていた一般的な軍事的強制措置

ではなく，上記の目的に「限定された第 7章

に基づく行動」とみなさなければならないで

あろう。

またこの関連では第 3に，こうした任務と

「限定された第 7章に基づく行動」をとりう

るとされたMONUCは，あくまでも peacekeep

ingとしての活動であり，不正規な武装グルー

プの強制的武装解除を行うなど平和を強制す

ることができる活動 (peaceenforcernent) 

ではないという見解があったことが注目され

る曲。こうしたことは，関係当事者の要請に

より「限定された第 7章に基づく行動」を国

連 PKOに認めたという先ほどの第 2の点も

含めて， MONUCと同時期に同じくアフリ

カ地域に展開していた UNAMSILの特徴と

の類似性を想起させよう。 MONUCと同様

に関係当事者により「限定された第 7章に基

づく行動」を認められた UNAMSILにおい

ても，当該活動の性格付けをめぐり，これが

依然として peace enforcernentではなく

peacekeepingの枠内にとどまっているとい

う認識が安保理では支配的であったへつま

りアフリカにおけるこれら 2つの PKOは，

少なくとも 1999年暮れから 2000年初めの安

保理での議論を見る限り， PKOと憲章第 7

章の行動は必ずしも矛盾するものではなく，

限定的な武力行使の許可はなお peacekeep-

ingの枠内に維持されているという理解を肯

定的に表現した事例だったのである九

以上をまとめると，決議 1291採択時の

MONUCの特徴としては，ルサカ停戦協定

当事者の意向を受けて国連が「限定された第

7章に基づく行動」を認めた PKOであり，

しかしその任務内容と「限定された第 7章に

基づく行動」の条件からは，武装グループの

武装解除など、ルサカ停戦協定の実施のために

関係者が望んだ peaceenforcernentまで認

めたものではなかったということが明らかに

されたであろう。しかしこのマンデートの

MONUCはあくまでも第 2フェイズとして

認識されており，安保理では現地事態の進展

によって第 3フェイズ、への移行も当然念頭に

置かれていたと考えられる 91。従ってその進

捗状況とそれに適合的なマンデートの付与に

よって MONUC自体の性格付けも変化する

可能性が生じよう。ルサカ和平プロセスの進

展はその後の MONUCにどのような影響を

与えたのであろうか。
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政府勢力に対する攻撃を正当なものとしていた。
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Post-Cold War Era， (Kluwer Law International， 

2000)， pp.145-147.議定書の中身とその検討につい
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与するとともに，それに付随した国連 PKOの

現地展開に同意するというような事例は，たと

えば国連カンボジア暫定統治機構 (UNTAC:

U.N.Doc.S/RES/745 (1992); U.N.Doc.S/23177， 
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8/1994/1080， Annex; U.N.Doc.S/1994/1253， 
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(U.N.Doc.SjPV.3987， p.5)， また国連 PKOに

平和執行の任務を認めるべきではないと明確に

主張したのは米国であった (ibid.，p.14)。それ

以外の諸国の多くは「中立的な平和維持軍」と
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派遣を第 2フェイズ，最終的な PKO展開を第3

フェイズとしており， MONUCをなお第 2フェ

イズの「国連コンゴ民主共和国オフ守ザーパーミッ

ション」と位置づけていた。 Ibid.，paras.44-45. 

70 U.N.Doc.8jRESj1273 (1999)， op.para.1. 

71なおこの間， 11月 13日には国連事務総長特別

代表が任命され，現地に展開することになる国

連平和維持活動の指揮を執ることが予定された。

U.N.Doc.8j1999jl171; U.N.Doc.Sj1999j1l72. 

72 See， http://www.un.org/Depts/dpko/missions/ 

monuc/ facts目html

73 U.N.Doc.SjRESj1279 (1999)， op.paras.4-5 

74 U.N.Doc.SjPV.4083 (16 Dec.1999)， p.5 (U.S.A.)， 

p.7 (Netherlands)， p.15 (Brazil). 

75Ibid.， p.8 (Gambia)， p.9 (Malaysia)， p.13 

(China)， p.16 (U.K.)， p.19 (Russian Federation)， 

p.21 (France). この会合の前日の 12月 15日付

で，ルワンダにおいてジェノサイドが生じてい

た聞に国連がとった行動について検証を行った

独立委員会の報告書 (U.N.Doc.Sj1999 j1257， 

Annex， Enclosure.)が，またほぼ 1ヶ月前の

11月 15日付でスレブレニツァに関する国連事

務総長報告書(U.N.Doc.Aj54j549) がそれぞ
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れ公表されたこともこの主張に影響を及ぼして

いる。ただ，逆にこれらの報告書に基づく教訓

を踏まえて，慎重に対応すべきであるという意

見も 存在した o U.N.Doc.SjPV.4083， p.6 

(Netherlands)， p.10 (Canada) なおスレブレニ

ツァの悲劇とその後オランダの PKO政策の関

係については，拙稿「国連平和維持活動 (PKO)

における部隊提供国の役割一国連エチオピア・

エリトリアミッション (UNMEE)へのオラン

ダ参加問題を手がかりに J ~外務省調査月報』

2002年度No.3，35-77頁参照。

76たとえば 2000年 1月 16日にマプートで開催さ
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サカ協定履行の文脈で PKOの展開を許可すべ

きだとされた。 A.R.B.，p.13838.また同年 1月

24日には関係国首脳が安保理公式会合に出席し

てDRC問題を討議したが，その際にも憲章第 7

章の下での軍縮・武装解除・再統合 (DDR)プ

ロセスの実施や，現地への PKOの即時展開を

強く望む声が聞かれた。 U.N.Doc.SjPV.4092

(24 Jan. 2000)， p.8 (Zambia)， p.10 (Mozambique)， 

p.18 (Zimbabwe)， p.20 (Uganda)， p.22 (Rwanda)， 

p.30 (Namibia). See also， U.N目Doc.SjPV.4092

(Resumption 1) (24 Jan. 2000)， p.2 (South Africa). 

77 U.N.Doc.Sj2000j30; U.N.Doc.SjPRST j2000j2; 
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80 U.N.Doc.8j2000j30， paras.62-63. 
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を主張したという。 A.R.B.， p.13839. See， U.N. 

Doc.SjPV.4104 (24 Feb.2000)， p.3 (Namibia)， p.4 

(France). See also， C.Gray， International Law 

and Use of Force， (O.U.P.， 2000)， p.182. 
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民和解につながるコンコ、人民間対話を促進する

ために当事者により選出される「中立的な」人

物で，この「促進者」の主催の下， OAUがコ

ンゴ人民間での政治的交渉を組織する際に DRC

を支援するものとされていた。実際には， 1999 

年 12月 15日に当事者の合意によりマジル前ボ
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U.N.Doc.Sj2000j30， paras.7-8 その後 DRC
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Annex. 

83 U.N.Doc.Sj2000j30， para.66 

84本文第 5項で「適切な安全と当事者の協力を条

件としてJMONUC要員がその任務を遂行でき

ると事務総長が判断した場合に要員展開が可能

となるとしていることや，第 10項でこの地域の

関係諸国政府に MONUCに関する地位協定の

締結を要請しているのもその趣旨であろう。
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85たとえばこの紛争において「平和に対する脅威」

が認定されながら憲章第 7章に基づく措置が発

動されなかった決議も存在し， その中には

MONUCの活動にとって重要な位置を占めるも

のもあることには留意すべきであろう。 See，

U.N.Doc.S/RESj1376 (2001); U.N.Doc.SjRES 

j1417 (2002); U.N.Doc.8jRES/1445 (2002); U 

N.DocjRESj1468 (2003) こうした国連憲章第

39条の機能については，拙稿「国連憲章第三九

条の機能と安全保障理事会の役割一「平和に対

する脅威」概念の拡大とその影響-J山手治之・

香西茂編集代表 ~21 世紀国際社会における人権

と平和:国際法の新しい発展をめざして下巻

現代国際法における人権と平和の保障Jl(東信堂，

2003年)241-268頁参照。

86そのためもあってか，この決議以降， I強化され

た」マンデートを付与した決議 1493の採択まで，

MONUCの任期延長を認める決議はいずれも憲

章第 7章を援用していない。 U.N.Doc.S/RES/

1316 (2000); U.N.Doc.S/RES/1323 (2000); U.N. 

Doc.S/ RES/1332 (2000); U.N.Doc.S/RES/1355 

(2001)， B; U.N.Doc.S/RES/1417 (2002); U.N. 

Doc.S/RES /1489 (2003).ただし，決議 1291で

の許可を再確認する規定や MONUCのマンデー

トに関わる規定がある場合には憲章第 7章を援

用しているものもある。 U.N.Doc.SjRES/1341
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87国連事務総長はその報告書で，今回の PKOが

武力による軍事オブザーパーや文民要員の救出

を期待されるものではありえず，武力攻撃から

文民を保護する能力もないと指摘して，限られ

た手段と安全土の好条件の下で人道的支援輸送

部隊をエスコートするに過ぎないと述べていた

が (U.N.Doc.Sj2000j30，para.67.)，決議本文

はMONUCに文民の保護まで認めていること

が確認される。このことは，一般市民の安全確保

を安保理が無視できなかったことを表すものとい

えよう。 "Chroniquedes faits internationaux"， 

R.G.D.I.P.， tome 104 (2000)， p.498.なおこの文

言は 1999年10月22日に採択された UNAMSIL

の設置安保理決議 1270にも見ることができ

(U.N.Doc.8/RESj1270 (1999)， op.para.14.)， 

実際にも， I文民の保護」をいかにして確保する

かという観点から，シエラレオネの事例と同様

に「強化された (robust)JPKOが望ましいと

する主張が存在した o U.N.Doc.SjPV.4092 

(Resumption 1)， pp.10-11 (Canada). 

88この立場を明らかにしたロシアはさらに， I現在

のフェイズにおいても，またその後のフェイズ

においてもJIMONUC は当事者に平和を強制

するような措置をとることはない」とも述べて

いる。 U.N.Doc.SjPV.4104，p.8.なお， Jllj武輝

幸「合意に基づく「強制J一和平協定の履行確

保を目的とする軍事的措置の事例」横田洋三・

山村恒雄編『現代国際法と国連・人権・裁判一

波多野里望先生古稀記念論文集 j (国際書院，

2003年)50頁参照。

89この点について詳しくは，拙稿「シエラレオネ

内戦における「平和維持活動」の展開(2・完)J

108-110， 119-120頁参照。

90ただしその後 2000年 8月に公表された国連平和

活動に関するパネル報告書(ブラヒミ報告書)

で明らかにされているように， I強化された

(robust) J PKOは憲章第 7章を援用しない場

合にも可能となりえよう。 U.N.Doc.Aj55 j305-

S/2000/809， para.49.これによれば「強化され

たJPKOを憲章第 7章に位置づける必然性はな

いともいえ，その限りで憲章第 7章と peace

keepingの相克は法形式上は回避されることに

なる。もっとも，ブラヒミ報告書では憲章第 7

章に基づく措置が勧告の対象外とされていると

いう点には留意しなければならない。 Bμtsee 

αlso， C.Gray，“ Peacekeeping after the 

Brαhimi Report: Is There a Crisis of 

Credibility for the UN?" Journαl of Conflict 

αnd Security Lαω， vo1.6(2001) ， p.270 

91 U.N.Doc.S/PV.4092 (R巴sumption1)， p.17 (Bang-

ladesh). <未完〉
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MONUC in the Congo Conflicts since 1999 (1) 

SAKAI Hironobu* 

Abstract 

This paper aims to clarify operational principles of the United Nations 

Organization Mission in the Democratic Republic of the Congo (MONUC)， espe 

cially the implication of the reference by its relevant resolutions adopted by the 

United Nations (UN) Security Council to the terms "Acting under Chapter VII of 

the United Nations Charter". 

In Part I， the ongm and background of the Congo conflicts in Democratic 

Republic of the Congo (DRC) and the progress of the Lusaka peace process are 

described since August 1998， before the responses by the UN to these conflicts 

are considered. The Congo conflicts are confirmed to have three aspects on the 

levels of parties and targets: civil war (Kabila Government v. anti-Kabila forces)， 

ethnic conflict (the Hutu v. the Tuti)， and inter-state war (Uganda， Rwanda， 

Burundi v. DRC， Angola， Namibia， Zimbabwe). Immediately after these conflicts 

occurred， most African countries have managed to develop the peace process 

within the framework of the Organization of African Unity (OAU) or the 

Southern African Development Community (SADC)， which has led to the conclu-

sion of the Lusaka Cease-fire Agreement in July 1999. Interestingly， in this 

Agreement， the parties call on the UN to dispatch a peacekeeping force with a 

peace enforcement mandate under Chapter VII of the UN Charter. For its part， 

the UN has supported the peace process by the African initiatives， but according 

to his first report， the UN Secretary-General only has considered the dispatch of 

the UN military liaison personnel， whose mandate is to establish contacts and 

maintain liaison with the Joint Military Commission (JMC)， which has been es 

tablished in the Lusaka Agreement， and also with all parties to the Agreement 

and so on. 

* Professor， Graduate School of International Cooperation Studies， Kobe University. 
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In Section 1 of Part II， the details and the characteristics of MONUC are illus-

trated. The Security Council resolution 1279， which has officially established 

MONUC， only permits to deploy military observers， but not authorizes the action 

under Chapter VII of the UN Charter. It is in the Security Council resolution 1291 

that the peacekeeping force has been established and that the action under 

Chapter VII has been authorized to it. This authorization， however， has been only 

given for the restricted purposes; to protect United Nations and co-located JMC 

personnel， facilities， installations and equipment， ensure the security and freedom 

of movement of its personnel， and protect civilians under imminent threat of 

physical violence. The point here is that such "restricted. action under Chapter 

VII" has not been considered inconsistent with peacekeeping activities in the 

Security Council debates at that time. 

Whereas the latter resolution provides MONUC with the legal basis for its op-

eration， the attributes of MONUC may evolve out of peacekeeping into peace en-

forcement as the peace process is developing， since the content of its operation is 

inseparable from the progress of the peace process. That is why the linkage be-

tween the legal nature of MONUC and the progress of the peace process and its 

results have to be verified in the next Section of Part II. 

To be continued. 


